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分権化の失敗＝財政的外部効果

2



政府間競争と外部効果

• 「規律づけ」としての政府間（地域間）競争（「足による投票」・「ヤードスティック競

争」）

⇒地方政府に対して「住民」に奉仕する（住民厚生を最大化する）よう誘因づけ

• ただし、地方政府が奉仕の対象とするのは「住民」（居住者）であって、「非居住

者」ではない。

⇒地方独自の公共政策・租税政策（課税自主権の行使）が及ぼす「外部効果」

は自律的には内部化されない。

• 地域厚生の追求≠社会厚生（効率・公平）の追求
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地方の課税自主権

• 収入サイドの分権化＝税源移譲・課税自主権（税率・課税標準の選択（評価・控除）・
徴税）の強化

⇒以下の説明の前提

• 日本の地方自治体の課税自主権

－超過課税＝標準税率を超過した税率選択

－地方新税＝法定外目的税・普通税の創設

－課税免除・不均一課税：「地方団体は、公益上その他の事由に因り必要がある場
合においては、不均一の課税をすることができる」（地方税法第6条の２）
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課税の原則

• 課税地の選択

 居住地主義課税＝被課税主体の所在地での課税

 源泉地主義課税＝生産活動の行われた場所での課税

 仕向地主義課税＝消費活動のあった地域で課税

• 居住地課税の下では居住地を変更しない限り、居住地域外で稼得した所得に対しても課税

 

 居住地主義 源泉地主義 仕向地主義課税 

個人住民税   O   

法人事業税    O  

地方消費税    O 

固定資産税   O  O  
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		居住地主義

		源泉地主義

		仕向地主義課税



		個人住民税

		　　O

		

		



		法人事業税

		

		　　O

		



		地方消費税

		

		

		　O



		固定資産税

		　　O

		　O

		







課税原則と外部効果

• 税収の帰属の原則＝源泉地主義、居住地主義、（消費税の場合）仕向地
主義

＋課税自主権の行使＝財政的外部効果の有無と性質

課税原則 例 課税への反応 帰結

居住地主義 個人住民税 足による投票 再分配機能を制限

源泉地主義 法人事業税 企業立地の変更 租税競争

製品価格への転嫁 租税輸出

仕向け主義 地方消費税 他地域で消費・購
入

クロスボーダーショッピ
ング
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課税自主権と財政的外部効果

建前 応益原則

雇用の創出

経済的帰結 企業の流出

税負担の転嫁

課税自主権行使の「誘因」 税率引き下げ競争＝租税競争

税負担の押し付け＝租税輸出

⇒「財政的外部効果」
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理解のためのキーワード

政府間（地
域間）競争

良い競争 切磋琢磨・規律づけ、効率化・自立の促進、政策
実験

悪い競争 レント・シーキング（補助金競争）、「近隣窮乏化政
策」、NIMBY

外部性 垂直的 国と地方との間での外部性（例：重複課税ベース）

水平的 地域間（同一レベル政府間）での外部性（例：企業
誘致合戦）

8



租税競争
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租税競争（基本モデル）

• 一国は同質なＮ地域（地方政府）によって構成

• 国内の資本供給量は一定

• 資本は地域間で自由に移動

地域間の資本配分に着目⇒地域間で資本の奪
い合い

• 各地域は同質な家計（代表的家計）で構成

所得分配を捨象

家計の所得＝賃金＋資本所得

地方政府は源泉地主義資本課税で財源を確保
（公共サービス等に充当）
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資本市場

家計の予算制約

地方政府の最適化問題

𝐹𝐹′ 𝑘𝑘 = 𝑟𝑟 + 𝑡𝑡 → 𝑘𝑘 = 𝑘𝑘(𝑟𝑟 + 𝑡𝑡)
Σ𝑖𝑖𝑘𝑘𝑖𝑖(𝑟𝑟 + 𝑡𝑡𝑖𝑖) = �𝐾𝐾

C=w 𝑘𝑘 + 𝑟𝑟�𝑘𝑘

Max U(w 𝑘𝑘 + 𝑟𝑟�𝑘𝑘,G)

s.t. G=tk(r+t)

各政府は資本の地域間移動を織り込みつつ、非
協調的に税率を選択⇒対称ナッシュ均衡に着目



租税競争モデル（続き）

• 政府は何を選択するのか？

実効税率＝補助金・政策減税等を反映した実質負担率（≠法定税率）

限界実効税率＝連続的な資本の地域間配分（Intensive margin)に影響

平均実効税率＝企業の離散的立地選択（extensive margin)に影響

租税競争の基本モデルはIntensive marginに着目

政府は戦略的？

小国モデル＝資本の課税後収益率（全国一律）を一定（＝price taker)

戦略（大国）モデル＝課税後収益率の変化を勘案

 「小国対大国」（Bucovetsky(1991)、Wilson(1991)）

 「資本輸出国対資本輸入国」（Huizinga = Nicodeme(2006)）
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企業

地域Ａ 地域Ｂ

立地選択
＝平均税率

投資選択
＝限界税率



租税競争と応益課税

• 移動可能な課税ベース（例：企業）も地方公共財（例：インフラ）から受益

⇒受益が税負担に対応する分、税の引き上げ（受益の増加）が地域間移動を誘発する程度は低く
なる

⇒課税に誘発される移動は税負担と受益の乖離に起因

理論モデルの税率＝法定税率ー受益率

• 応益課税からの乖離による「租税競争」

• 留意：モデルでは資本（Ｋ）は税率のみに反応

＝地方公共サービスからの受益はないという仮定を含意。
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資本課税と課税ベースの流出

0
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資本（課税ベース）の流出
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地域Ｂにおける課
税後収益率

純税負担

＝受益ー税
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非協調ゲームとしての租税競争

• 追加的仮定

－「対称地域」：Ａ，Ｂは生産性については同質

⇒税率が同じであれば、資本配分(課税ベース）は均等化

－税率選択はt= か （ ）
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参考：囚人のジレンマ

囚人B

囚人A

黙秘 自白

黙秘 協力解（７，７） （０，１０）

自白 （１０，０）

非協力均衡＝ナッシュ
均衡

（３，３）
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「協調の失敗」

仮定：

• 当初、両地域とも税率は高税率

⇒一方の地域が税率を低めて他地域から課税ベースを獲得する誘因 ⇒税率の引き下げ

⇒他地域も対抗して税率の引き下げ⇒両地域とも低い税率で「均衡」（ナッシュ均衡）

• ナッシュ均衡は「非効率」（パレート劣位） ⇒協調して税率を上げることができれば「パレート

改善」可能」

• ただし、各地域とも他地域を出し抜いて税率の軽減を図るため、協調は持続可能でない（協

調は失敗する）。
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出所：深澤（2009）



経済のグローバル化と資本課税

• 経済のグローバル化に伴い法人
税を含む資本課税の（実効）税率
が低くなっていることが実証研究
からも示唆される

グローバル化＝開放度（国内貯蓄
と投資のギャップ）

資本課税＝法人税＋資本所得課
税

実効税率＝税収÷課税ベース

Source：WINNER（2005）OECD
1965 ~2000

（DS-DI/GDP) AETR=Capital tax revenue /tax base



租税競争の帰結
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地域Aの法人税率

地域Bの法人税率
地域Aの反応関数

地域Bの反応関数

0

1

E=協調解

F=均衡解

At̂

Bt̂

仮定：両地域はナッシュ的に
（相手の税率を一定として）選択

底辺への競争

戦略的補完関係



参考：国際的租税競争

• 米国税制改革（The Tax Cuts and Jobs Act (TCJA)）は
連坊税率を35％から21％に引き下げ

⇒国際的租税競争を誘発？

Beer, Klemm and Matheson (2018)

• 米国が Stackelberg leaderかNash playerとして振る
舞うケースにおける租税競争のインパクトを推計

• 米国と（集計化された）それ以外の国との間での租
税競争

 The Stackelberg =他国は税率を3.8％引き下げて対
抗

 The Nash game =他国は合計4.6％税率を引き下げ、
米国は追加で税率を2.8％（21％⇒18.2％）引き下げ

20

Nigel Chalk, Michael Keen, and Victoria Perry(2018)”
The Tax Cuts and Jobs Act: An Appraisal ” IMF Working Paper

18.2

4.6％



租税競争（国際的租税競争を含む）の実証

• Buettner(2001)

 ドイツの主要自治体1100（1980～1996）のパネル・データから営業税に係る水平的外部効果を実証。

近隣地域の税率決定に自地域の課税ベースが依存していることが示唆。

• Altshuler＝Grubert (2006)：

米国の製造産業の子会社データからホスト国58か国における事後的実効税率の変化（＝1998年と1992年の
間での税率差）の決定要因を分析

各国の資本税率の選択が他国の税率に対して正の方向に反応（他国が減税すれば、同様に自国も減税）

• Devereux et al(2008)

 1982年～1999年のOECD21か国を対象としたパネル分析。

法定税率と限界実効税率を各国政府の戦略変数

他国の税率（の加重平均）減は自国の税率引き下げを誘発
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他国の税率
の加重平均限界実効税率

法定税率



租税競争の帰結

誘因効果 経済的帰結

税率 減税競争（税率引き下げ
競争）

財源確保が困難
⇒ 自治体の財政難

企業の立地 税負担の低い地域に立
地

生産性の低い地域に偏在した企
業の立地？
・生産の非効率
・再分配の非効率
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 生産的競争への転換

⇒補助金等による企業誘致から、インフラ整備・規制改革、人材育成
による地域経済の「質的向上」へ



「有害な租税競争」？

競争のタイプ 特徴 具体例

良い競争 切磋琢磨型 ・規律づけ（効率化）

・地域振興策の「アイディア合戦」

・新興企業・産業の育成

悪い競争 ゼロ・サム
ゲーム型

・補助金の陳情合戦

・既存企業の誘致合戦

租税競争が念頭においている競争
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租税協調は望ましいか？

• 「協調の失敗」（底辺への競争）としての租税競争⇒地域間（国家間）で税率決定を協調するこ

とは望ましい・・・⇒租税協調は持続可能か？

• 競争の手段は一つではない・・・=「部分的協調」の限界

資本（法人）税率（法定）で協調しつつ、補助金・政策減税等で実効税率を操作

税務執行を手加減（租税回避を許容）することで実質的な減税

国際的租税競争の手段としてのBEPS(Base Erosion Profit Shifting) 

• “Can Partial Fiscal Coordination be Welfare Worsening? A model of tax competition,“ Journal of 
Urban Economics,2003 (with Maurice Marchand and Pierre Pestieau).

地域間で競合する他の補完的な生産要素（例：労働）があるとき、資本税で協調しても他の税

（例：賃金税）による競争が激化⇒各国の厚生水準を下げる可能性
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租税競争と政府に対する見解

• 政府に対する期待と負担？

• 規範的公共経済学

「慈悲深い専制君主」としての政府＝共同事業に従事し、社会的共存の問題を解決するために、また、
民主的かつ公平な仕方でそうするために形成された個人の連合」

参考：ケインズ経済学の「ハーベイ・ロードの前提」

• 公共選択論

「リバイアサン」（搾取者）としての政府＝「政治家および官僚は、彼らが代理人の役割を想定するとき、
聖人にはならない」

⇒租税競争は（さもなければ乱用される）政府の課税権を抑制
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循環する政府感？

26

市場の失敗
例： リーマンショック

格差の拡大

政府の失敗
例： 政治・官僚の汚職

財政悪化・非効率

リバイアサン政府

規制緩和
「小さな政府」

慈悲深い専制君主

規制強化
「大きな政府」



租税輸出
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税負担の帰着

• 法律（制度）上、税を負担することになっている主体が経済的に税を負担するとは限らない

• 税負担の転嫁⇒税の帰着問題

• 経済的税負担＝課税による支払う価格の上昇、受け取る対価（例：賃金など）の下落

• 税の経済的帰着は法律上の条文や制度の理念・意図ではなく、市場の構造（＝価格弾力性）

に依存して決まる。

⇒市場の構造（需要・供給の価格弾力性＝経済主体の反応（誘因））への理解が不可欠
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参考：法人税の負担の建前と実際

建前（制度） 実際（経済的帰結）

利益を出している法人
企業

雇用・賃金の低下⇒労働者の負担

製品価格への上乗せ⇒消費者の負担

税の支払い≠税の負担

税負担の転嫁
29



市場均衡の変化

0

)(qSx

)(qDx

00 pq =

ｑ＝X財価格

0x X財生産量

E

F

G

1x

1q

1p

税率＝ｔ

税率＝ｔ

税率＝ｔ

消費者負担

生産者負担

30



税負担の帰着の一般均衡

奢侈品への物品税

生産者価格の減少・生産水準の減少

生産に投入する労働など生産要素への需要減

雇用の減少・賃金率の低下

労働者の負担
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租税輸出の帰結と「負の外部性」

• 税率の引き上げが非居住者に及ぼす「負の外部効果」が内部化されない⇒課税のコストは課税地
域によって「過小評価」

• 「租税輸出」をもたらす税源（源泉地主義課税）に対する当該地域の過剰な（社会的に望ましい水
準を超過した）依存

• 租税輸出は非居住者（他地域）から課税地域に対する（効率性のロスを伴う）所得移転

• 実証分析： Huizinga = Nicodeme(2006）は欧州のデータから域内投資からの収益が非居住者に多
く帰属するとき、政府は資本税率を敢えて高く税率を設定する誘因を持つことを実証（非居住者の
保有割合が1％上がると税率は0.5～1％増加）
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租税輸出モデル
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非居住者
需要

地域企業
供給

非居住者への
負担の転嫁＝租税輸出

地域企業
の生産への課税
＝源泉地主義課税



34



超過課税の現状

• 美しい建前＝「地域社会の会費」と実態

超過課税は法人課税（法人事業税・法人住民税）に偏重し

てきた

⇒法人課税に偏った「財政責任」

法人課税負担の帰着＝消費者（製品価格の上昇）・労働者

（賃金水準・雇用の減少）・投資家（配当等投資収益の低下）

⇒負担の一部は非居住者（住民以外）に波及＝転嫁・・・

• 今後の在り方＝住民に負担を求めた超過課税

個人均等割への超過課税
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地方法人課税の帰結

• 美しい「建前」（理念）とそうでもない「実態」

課税の建前 応益原則＝受益に見合った負担

課税の経済効果 税負担の転嫁

納税コストの増加

グローバル化に応じた機動的対応の欠如

課税自主権行使の帰結 法人企業に偏った超過課税

住民に対する応益課税の不徹底⇒住民の財政
責任（コスト意識）の欠如

⇒

36



37



応益原則と租税輸出

• 課税の建前としての非居住者・企業課税と意図・帰結としての租税輸出

• 観光施設、社会インフラ等、非居住者（観光客・企業）も地方公共サービスか
ら受益

⇒応益課税としての非居住者課税（規範には適っている・・・・）

• 非居住者・企業に負担を押し付けるように課税自主権を行使する誘因（＝規
範からの乖離）

• 留意：交付税・補助金（財政移転）同様、法人税収も「他人の金」

⇒放漫財政の放置・居住者（有権者）の無関心
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租税輸出か租税競争か？

• 企業は地域間で移動可能

⇒企業課税は（1）企業の地域間移動を誘発して租税競争をもたらすか、（2）生産物・配当、賃金へ
の税負担の「転嫁」を通じて非居住者（消費者・株主、労働者）への租税輸出をもたらすか？

• 地域間での競争が対等（完全競争的）か、地域が（地域的特性・利便性によって）独占力を行使でき
るか？

出所：佐藤（2002）
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租税競争と租税輸出

• 二つの相反する事実

租税競争＝（実効）税率の軽減

租税輸出＝法人企業への超過課税

⇛二つの「資本」

企業（資本）によって地域間移動の程度が違う

 新規企業＝移動性大⇒課税の減免＝租税競争

既存企業＝既に設備投資を行い移動性も低い⇒超過課税（税負担の転嫁）＝租税輸出

資本 例 課税自主権の帰結

古い資本 既に立地済みの企業 租税輸出

新しい資本 新たに立地する企業 租税競争
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垂直的租税外部効果
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垂直的租税外部効果

• 「水平的」外部効果と「垂直的」外部効果

• 国と地方の課税ベースの重複⇒垂直的外部効果の要因

例：（個人）所得課税、法人課税、資産課税（固定資産税と相続税）

• 共有地として重複財源＝国・地方政府とも「自由」に課税権を行使することができ
る

共有地＝所有権の確定していない土地・資源（例：入会地、漁場）

⇒乱獲になり易い

• 垂直的租税外部効果＝一方の政府の課税権の行使（増税）は課税ベースの変
化を通じて他の政府の税収に影響
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主な国税・地方税

所得課税 消費課税 資産課税等
所得税 消費税 相続税
法人税 揮発油税 登録免許税等

酒税
たばこ税
自動車重量税
石油ガス税等

法人事業税 地方消費税 不動産取得税
個人道府県民税

自動車税

法人道府県民税 軽油引取税

道府県税利子割 自動車取得税
個人事業税 道府県たばこ税

個人市町村民税
市町村たばこ税 固定資産税

法人市町村民税 軽自動車税 都市計画税

特別土地保有税
事業所税

地方

道府県

市町村

国

43


Sheet1

		

								所得課税		消費課税		資産課税等

				国				所得税		消費税		相続税

								法人税		揮発油税		登録免許税等

										酒税

										たばこ税

										自動車重量税

										石油ガス税等

				地方		道府県		法人事業税		地方消費税		不動産取得税

								個人道府県民税		自動車税

								法人道府県民税		軽油引取税

								道府県税利子割		自動車取得税

								個人事業税		道府県たばこ税

						市町村		個人市町村民税		市町村たばこ税		固定資産税

								法人市町村民税		軽自動車税		都市計画税

												特別土地保有税

												事業所税





Sheet2

		





Sheet3

		







「共有地の悲劇」

• 追加的仮定

－国・地方ともに「ナッシュ的」（相手の税率選択を予件）に振舞う
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垂直的競合関係の帰結

• 戦略的関係

水平的租税競争では地域間の税率決定に戦略的補完関係（一方が税率を引き下げれば競合する政府も

税率引き下げで対抗）

⇒垂直的租税競争の戦略関係は一方が税率を上げれば、他方はこれを減じるという意味で「代替性」が見

込まれる

• 「垂直的租税外部効果」の帰結⇒共有地の悲劇（過剰な課税）

• 実証分析

Goodspeed（2000)＝OECD13カ国（1975～1984）のパネル・データから国の所得税に対して地方所得税の

決定が有意にマイナスの関係を有することを実証

Hayashi=Boadway(2001)＝カナダの連邦政府と州政府との間で法人所得課税について相互作用
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分権化と政府の「規模」

• 分権化が公共部門の規模（＝総税収）に及ぼす効果

〇「水平的租税競争」＝税率の引き下げ競争⇒政府の規模が縮小（協調解に比して過少）

〇「垂直的租税競争（外部性）」＝「共有地の悲劇」⇒政府の規模は拡大（協調解に比して過剰）

• 分権化が「小さな政府」をもたらすとは限らない。

• 分権化と政府の規模との間の因果関係の実証も確定的ではない。
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出所： Oates(1985)

1980 年前
後のデータ

集権度＝国税収比率

集権度＝国支出比率
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The Impact of Fiscal Decentralization: A Survey 
Jorge Martinez-Vazquez,a Santiago Lago-Peñas.b and Agnese Sacchic



固定資産税の課題
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50出所：総務省資料



我が国の固定資産税

• 地方財政の標準的なテキスト

固定資産税は「望ましい地方税」の代表例

ただし、その前提は土地に対する課税であること

• 固定資産税の実際

固定資産税は土地に加えて、家屋や機械設備等、償却資産を含む。

⇒固定資産税に資本課税としての性格

• 資本課税としての固定資産税は企業の設備投資等の誘因を阻害？

• 本稿は「地域社会の会費」としての固定資産税の経済効果を分析

特徴＝従業者数30人以上かつ単一事業所の企業を対象に2005年から2014年までの工業統計調
査の事業所別パネルデータを活用



参考：足による投票の実証：資本化

• 足による投票の「実証」＝資本化

• 地方公共サービスからの受益、地方税の負担が土地・住宅の価格に反映

土地・住宅価格

＝F(受益、税負担、環境要因）

＝定数項＋α＊公共サービス＋β＊地方税負担＋γ＊環境要因＋かく乱項

土地・住宅への課税⇒間接的に受益への課税⇒応益原則

• ポイント：「足による投票」＝住民移動に伴う土地・住宅需要の変化



E

D

地域内住宅市場

０

住宅供給

住宅需要

住宅

公共財・サービ
ス便益増

住宅均衡価格

住宅価格

人口の流入＝足による投票

価格に便益が
反映される



出所：近藤・寺井・高間［2008］「都市財政の資本化に関する実証分析」

教育サービスは
住宅地価格に
プラスの影響



固定資産税：理論と実際

規範＝「望ましい地方税」とし
ての固定資産税

実際

課税ベース 土地（家屋） 土地のほか、家屋、償却資産

 資本課税・企業課税の性格＝
Capital tax view

課税標準の
評価

市場価格

 公共サービスの受益を反
映＝資本化(Benefit View)

市場価格からのかい離

 農地・小規模住宅への軽減あり
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小規模住宅への優遇措置

区分 固定資産税 都市計画税

小規模住宅用
地

住宅の敷地で住宅１戸
につき200m2まで

評価額×１／6 評価額Ｘ１／3

一般住宅用地 住宅の敷地で住宅１戸
につき200m2を超え、家屋
の床面積の10倍まで

評価額Ｘ１／3 評価額Ｘ2／3

58

「空家等対策の推進に関する特別措置法」
（平成26年法律第127号）の規定に基づき、

市町村長が特定空家等（注１）の所有者等
に対して周辺の生活環境の保全を図るため
に必要な措置をとることを勧告した場合は、
当該特定空家等に係る敷地について固定資
産税等の住宅用地特例の対象から除外す
ることとする。

注１：周辺の生活環境の保全を図るために
放置することが不適切な状態にある空家等



出所：東京都税制調査会資料 59
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61

Miyazaki and Sato (2018)

Trends in the ratio of each land (Case 1, unit=%)
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